
資料編〔自己資本の充実の状況 定性的な開示事項〕

１　連結の範囲に関する事項
⑴自己資本比率告示第３条又は第20条に規定する連結自己
資本比率を算出する対象となる会社の集団（以下「連結
グループ」という。）に属する会社と連結財務諸表の用語、
様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第
28号）に基づき連結の範囲に含まれる会社との相違点

　　該当ございません。

⑵連結グループのうち、連結子会社の数並びに主要な子会
社の名称及び主要な業務の内容

　　16ページに掲載しております。

⑶自己資本比率告示第７条又は第26条が適用される金融業
務を営む関連法人等の数並びに主要な金融業務を営む関
連法人等の名称及び主要な業務の内容

　　該当ございません。

⑷信用金庫法（昭和26年法律第238号）第54条の21第１
項第１号に掲げる会社のうち同号イに掲げる業務を専ら
営むもの若しくは同項第11号に掲げる会社であって、連
結グループに属していない会社の数並びに主要な会社の
名称及び主要な業務の内容

　　該当ございません。

⑸連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等
の概要

　　該当ございません。

２　自己資本調達手段の概要

　自己資本は、コア資本に係る基礎項目とコア資本に係る
調整項目で構成されています。当期末の自己資本額のうち
コア資本に係る基礎項目の額は、過去の内部留保の積上げ
である利益剰余金等以外は、会員の皆さまより出資いただ
いた普通出資金等が該当します。コア資本に係る調整項目
につきましては、主に意図的に保有している他の金融機関
等の対象資本調達手段の額等が該当します。
　なお、当金庫の自己資本調達手段の概要は次のとおりで
す。

　本開示については、「信用金庫法施行規則第132条第１項第５号二等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等につ
いて金融庁長官が別に定める事項（金融庁告示第8号）」および「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」等で
定められている自己資本比率規制の第３の柱に対応する定性的および定量的な事項（標準的手法、国内基準）について
記載しています。

３　自己資本の充実に関する評価方法の概要

　当金庫並びに連結グループは、これまで、内部留保による
資本の積上げ等を行うことにより自己資本を充実させ、自己
資本比率は国内基準である４％を大きく上回っており、経営
の健全性・安全性を充分保っていると評価しています。なお、
将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲げる収支
計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益によ
る資本の積上げにより自己資本の充実に取り組んでいます。

４　信用リスクに関する事項

〔信用リスク管理の方針及び手続きの概要〕

　当金庫および連結グループでは、信用リスクを管理すべき
最重要のリスクであると認識し、与信業務の普遍的かつ基本
的な理念・指針･規範等を明示した「クレジットポリシー」
ならびに「信用リスク管理規程」を制定するとともに審査管
理部門と営業推進部門を互いに分離し、相互に牽制が働く体
制としています。
　信用リスクの評価につきましては、厳格な自己査定を実施
するとともに、信用リスクの計量化等により信用リスクの把
握・管理を行い、資産の健全化に努めています。
　信用コストである貸倒引当金は、「資産査定等に関する償
却・引当規程」に基づき、自己査定における債務者区分ごと
に算定した、貸倒実績率を基に算出しています。算出結果に
ついては、監査法人の監査を受けるなど、適正な計上に努め
ています。

〔標準的手法が適用されるポートフォリオについて〕

⑴信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称
　　当金庫および連結グループは、標準的手法を採用して
います。

⑵リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
　　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以
下の４社の格付機関を採用しています。
①　S＆P（スタンダード・アンド・プアーズ・レーティ
　ングズ・サービシズ）
②　Moody's（ムーディーズ・インベスターズ・サービス・
　インク）
③　R＆I （株式会社 格付投資情報センター）
④　JCR（株式会社 日本格付研究所）
　　なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の
使い分けは行っていません。

５　信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続
　　の概要

　信用リスク削減手法（Credit Risk Mitigation）とは、金
庫が抱えている信用リスクを軽減化するための措置をいい、
預金担保、有価証券担保、保証などが該当します。当金庫お

【定性的な開示事項】
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よび連結グループでは、融資の審査に際し、資金使途、返済
原資、財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな
角度から検討し、担保又は保証に過度に依存しない融資姿勢
に徹しています。ただし、担保又は保証が必要な場合には、
金庫が定める「融資基本要領」により、適切な事務取扱いに
則り、お客様への十分な説明とご理解をいただいた上で、ご
契約いただくなど適切な取扱に努めています。
　お客様が、期限の利益を失われた場合には、預金相殺を用い
る場合があります。金庫が定める「融資事務取扱要領」や各種
約定書等に基づき、法的に有効である旨確認の上、事前の通知
や諸手続きを省略して払戻し充当いたします。なお、自己資本
比率規制で定められている信用リスク削減手法には、適格金融
資産担保として自金庫預金積金、上場株式、保証、その他未担
保預金等が該当します。そのうち保証に関する信用度の評価に
ついては、独立行政法人住宅金融支援機構の住宅融資保険付債
権については、政府保証と同様、その他保証会社・金融機関等
による保証は、適格格付機関が付与している格付により判定し
ています。
　また、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に
関しては、特に業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく
分散されています。

６　派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに
　　関するリスク管理の方針及び手続の概要

〔リスク管理の方針及び手続きの概要〕

　当金庫および連結グループでは、お客さまの外国為替等に係
るリスクヘッジにお応えすること、又当金庫の市場リスクの適
切な管理を行うことを目的に派生商品取引を取扱っています。
具体的な派生商品取引は、金利関連取引として、金利スワップ
取引、通貨関連取引として、為替先物予約取引、有価証券関連
取引として、債券オプション取引があります。
　派生商品取引には、市場の変動により損失を受ける可能性の
ある市場リスクや、取引相手が支払不能になることにより損失
を受ける可能性のある信用リスクが内包されています。
　市場リスクの対応は、派生商品取引により受けるリスクと保
有する資産･負債が受けるリスクが相殺されるような形で管理
をしています。
　また、信用リスクへの対応として、お客さまとの取引につい
ては、総与信取引における保全枠との一体的な管理により与信
判断を行うことでリスクを限定しており、適切な保全措置を講
じています。そのため、当該取引に対する個別担保による保全
や引当の算定は、特段行っていません。
　その他、有価証券関連取引については、有価証券にかかる投
資方針の中で定めている投資枠内での取引に限定するととも
に、万一取引相手に対して担保の追加提供する必要が生じたと
しても、提供可能な資産を十分保有しており、まったく心配あ
りません。
　以上により当該取引にかかる市場リスク及び信用リスク、双
方とも適切なリスク管理に努めています。　また、長期決済期
間取引は該当ありません。

７　証券化エクスポージャーに関する事項

〔リスク管理の方針及び手続きの概要〕

　証券化とは、金融機関が保有する債権や企業が保有する不動
産など、それらの資産価値を裏付けに証券として組み替え、第
三者に売却して流動化を図ることを指します。
　一般的には証券の裏付となる原資産の保有者であるオリジ

ネーターと、証券を購入する側である投資家に大きく分類され
ますが、当金庫においては、有価証券投資の一環として購入す
る場合があります。
　当該証券投資にかかるリスクの認識については、市場動向、
裏付資産の状況、時価評価及び適格格付機関が付与する格付情
報などにより把握するとともに、必要に応じて資金運用会議、
及びＡＬＭ委員会に諮り、適切なリスク管理に努めています。
また、証券化商品への投資は、有価証券にかかる投資方針の中
で定める投資枠内での取引に限定するとともに、取引にあたっ
ては､当金庫が定める「余裕資金運用要領」に基づき、適正な
運用･管理を行っています。

〔証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの
額の算出に使用する方式の名称〕

　当金庫は標準的手法を採用しています。

〔証券化取引に関する会計方針〕

　当該会計処理については、当金庫が定める「有価証券会計処
理基準」および日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する
実務指針」に従った、適正な処理を行っています。

〔証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判
定に使用する適格格付機関の名称〕

　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用す
る適格格付機関は以下の４社の格付機関を採用しています。
①　S＆P（スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・
サービシズ）

②　Moody's（ムーディーズ・インベスターズ・サービス・
インク）

③　R＆I （株式会社 格付投資情報センター）
④　JCR（株式会社 日本格付研究所）

　尚、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使い分け
は行っていません。　

８　オペレーショナル・リスクに関する事項

〔リスク管理の方針及び手続きの概要〕

　当金庫では、オペレーショナル・リスクを｢内部プロセス・人・
システムが不適切であることもしくは機能しないこと、または
外生的事象が生起することから当金庫に生じる損失にかかるリ
スク｣と定義しています。
　オペレーショナル・リスクに含まれるリスクを「事務リスク」、
「システムリスク」、「人的リスク」、「有形資産リスク」、「風評
リスク」、「法務リスク」の６つのリスクに分類し、確実にリス
クを認識・評価する管理態勢となっております。また、これら
のリスクについてリスク管理委員会で協議・検討しており、必
要に応じて理事会へ報告を行っております。

〔オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称〕

　当金庫は基礎的手法を採用しております。

９　出資等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手
　　続の概要

　上場株式、優先出資証券、株式関連投資信託にかかるリスク
の認識については、時価評価及び最大予想損失額（VaR）によ

23福岡ひびき信用金庫 ANNUAL REPORT 2023



資料編〔自己資本の充実の状況 定性的な開示事項〕

るリスク計測によって把握するとともに、当金庫の抱える市
場リスクの状況や、設定されたリスク限度枠、損失限度枠の
遵守状況を、リスク管理担当役員に報告するとともに、スト
レステストなど複合的なリスクの分析を実施し、定期的にリ
スク管理委員会等へ報告しています。
　一方、非上場株式、子会社・関連会社、政策投資株式、そ
の他ベンチャーファンド又は投資事業組合への出資金に関し
ては、当金庫が定める「余裕資金運用要領」に基づいた適正
な運用・管理を行っています。また、リスクの状況は、財務
諸表や運用報告を基にした評価による定期的なモニタリング
を実施するとともに、その状況については、適宜、経営陣へ
報告を行うなど、適切なリスク管理に努めています。なお、
当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有
価証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品
会計に関する実務指針」に従った適正な処理を行っています。

10　銀行勘定における金利リスクに関する事項

〔リスク管理の方針及び手続の概要〕

　金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価値
の変動や、将来の収益性に対する影響を指しますが、当金庫
においては、双方ともに定期的な評価・計測を行い、適宜、
対応を講じる態勢としております。
　具体的には、一定の金利ショックを想定した場合の金利リ
スクや、金利更改を勘案した期間収益シミュレーションによ
る収益の影響度等の計測を行い、ALM委員会及びリスク管理
委員会で協議検討するとともに、必要に応じて理事会へ報告
を行うなど、資産・負債の最適化に向けたリスク・コントロー
ルに努めております。

〔内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算定手法〕

　IRRBBにおける金利リスク算定手法の概要は、以下の通りで
す。

　統合的リスク管理において計測している金利リスク量を内
部管理上使用しており、以下の前提に基づいて算定しており
ます。

流動性預金に割り当てら
れた金利改定の平均満期
流動性預金に割り当てら
れた最長の金利改定満期

コア預金モデル及びその
前提

固定金利貸出の期限前返
済や定期預金の早期解約
に関する前提

複数の通貨の集計方法及
びその前提

スプレッドに関する前提

内部モデルの使用等、Δ
EVE及びΔNIIに重大な影
響を及ぼすその他の前提

前事業年度末の開示から
の変動に関する説明

計測値の解釈や重要性に
関するその他の説明

5.5年

10年

コア預金内部モデルを使用して
おります。景気指標を参考にモ
デル化しております。

金融庁が定める保守的な前提

金利リスクの正値を合算、通貨
間の相関等は考慮しておりませ
ん。
スプレッド及びその変動は考慮
しておりません。
令和４年度よりコア預金内部モ
デルを使用し計測しておりま
す。
ΔEVE、ΔNII：コア預金内部モ
デルを使用している為、前年度
と比較し流動性預金の計測方法
は変更となっております。
令和４年度の重要性テスト（金
利リスク（ΔEVE）/自己資本
の額)結果は4.518％となってお
ります。

計測手法
  対　　象

 
コア預金

 算出方法
  満　　期
信 頼 水 準
保 有 期 間
観 測 期 間
リスク量計測の頻度

ＶａＲ（分散共分散法）
流動性預金全般（当座預金、普
通預金、貯蓄預金等）
コア預金内部モデル
平均5.5年
99.00％
６ヶ月（120日）
１年（240日）
月次
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資料編〔自己資本の充実の状況 単体編〕

（単位：百万円）

項　　目

単体自己資本比率

１．自己資本の構成に関する事項

【自己資本の充実の状況　単体編】

令和４年度令和３年度

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会が
その保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出して
おります。
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ー
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453,407

11.36%

コア資本に係る基礎項目（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
うち、出資金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額（イ）
コア資本に係る調整項目(２)
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る15パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額（ロ）
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ）
リスク・アセット等(３)
信用リスク・アセットの額の合計額
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額（ニ）
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ））

52,152  
3,462  
48,772  

65  
△ 17  
1,385  
1,385  
ー
ー
ー
48  

53,585  

252  
ー  
252  
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー  
252

53,333  

443,136
ー
ー
ー

20,710  
ー
ー

463,847

11.49%
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「有価証券等」には、預け金、買入金銭債権、金銭の信託、有価証券、その他資産に区分する出資金を含んでおります。
「３ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には、投資信託、そ
の他の証券（投資事業組合）等のほか現金、有形・無形固定資産、繰延税金資産等が含まれます。
ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

資料編〔自己資本の充実の状況 単体編〕

令和３年度令和３年度令和３年度令和３年度令和３年度

（単位：百万円）

（注） 1.
 2.
 3.

 4.
 5.

３．信用リスクに関する事項

地域区分
業種区分
期間区分

エクスポージャー区分 信用リスクエクスポージャー期末残高

貸出金、コミットメント及びその他のデ
リバティブ以外のオフ・バランス取引 有価証券等 デリバティブ取引

3ヵ月以上延滞
エクスポージャー

国 内

国 外

地域別合計

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

鉱業、採石業、砂利採取業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 、郵 便 業

卸 売 業 、小 売 業

金 融 業 、保 険 業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学術研究、専門・技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業、娯楽業

教 育 、学 習 支 援 業

医 療 、 福 祉

そ の 他 の サ ー ビ ス

国・地 方 公 共 団 体 等

個 人

そ の 他

業種別合計

１ 年 以 下

１ 年 超 5 年 以 下

５ 年 超 10 年 以 下

1 0   　　年   　　超

期間の定めのないもの

残存期間別合計

イ．信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及び主な種類別の期末残高＜地域別・業種別・残存期間別＞

ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

　　13ページに記載しております。
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ー
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ー
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342,484 
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416,651 

26,283 
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2,053 

9,646 

2,441 

3,646 

11,170 

192,841 

12,034 

108 

ー 

ー 

ー 

31 

ー 
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2,362 

48,334 
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105,693 

416,651 

148,593 

70,380 

21,046 

69,005 

107,624 

416,651 

419,105 

ー 

419,105 

22,727 

131 

138 

43 

55,472 

1,258 

830 

9,250 

34,552 

19,390 

86,424 

2,798 

4,293 

791 

9,207 

6,135 

2,258 

16,373 

13,217 

16,353 

115,534 

1,920 

419,105 

60,589 

38,443 

102,193 

213,455 

4,423 

419,105 

413,643

ー

413,643

21,370

56

118

37

55,911

1,780

942

9,678

34,641

20,500

82,329

2,617

3,697

914

9,490

6,522

2,131

15,534

13,547

16,014

114,276

1,530

413,643

86,076

33,597

90,450

199,792

3,726

413,643

787,170 

74,166 

861,337 

49,010 

131 

138 

43 

57,526 

10,904 

3,271 

12,897 

45,723 

220,215 

98,459 

2,907 

4,293 

791 

9,207 

6,166 

2,258 

16,375 

15,579 

64,687 

115,534 

125,211 

861,337 

209,183 

108,823 

123,239 

282,461 

137,629 

861,337 

831,493

67,170

898,663

45,559

56

118

37

59,779

9,960

3,184

11,241

46,518

284,265

92,545

2,726

3,697

914

9,490

6,554

2,131

15,536

15,905

70,242

114,276

103,921

898,663

300,704

101,128

115,658

267,939

113,232

898,663

2,240 

ー 

2,240 

87 

ー 

16 

ー 

454 

ー 

2 

ー 

123 

ー 

353 

ー 

1 

3 

193 

2 

ー 

22 

328 

ー 

651 

ー 

2,240 

396,655

67,170

463,825

24,189

ー

ー

ー

3,867

8,180

2,242

1,563

11,876

258,934

10,215

108

ー

ー

ー

31

ー

2

2,358

54,227

ー

86,027

463,825

214,628

67,531

25,207

68,146

88,311

463,825

令和４年度令和４年度令和４年度令和４年度令和４年度

資料編〔自己資本の充実の状況 単体編〕

（単位：百万円）

（注） 1.
 2.
 3.

 4.

 5.

所要自己資本の額＝リスクアセット×4％
「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
「３ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「我が国の中央政府及び
中央銀行向け」から「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く」）においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
当金庫は、基礎的手法によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しております。
　＜オペレーショナル・リスク相当額（基礎的手法）の算定方法＞
　　　　　　粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％
　　　　　　直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数
単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

２．自己資本の充実度に関する事項

所要自己資本額 所要自己資本額リスク・アセット リスク・アセット
432,979
399,932

ー
ー

1,344
ー
ー
70
ー
50
140
9

42,840
155,602
86,536
15,588
14,365
547
21

7,642
ー

10,010
10,010

ー
65,162

48,840

3,896

1,524

ー

ー

10,900
6,558
ー

6,558
ー

26,188
26,188

ー
ー
ー
ー
ー

ー

298
ー

20,428
453,407

17,725 
16,185 

ー 
ー 
57 
ー 
ー 
2 
ー 
2 
ー 
0 

1,564 
6,722 
3,441 
653 
588 
26 
1 

285 
ー 
320 
320 
ー 

2,518 

1,821 

155 

98

ー

ー

441 
235 
ー 
235 
ー 

1,268 
1,268 
ー
ー
ー
ー
ー

ー

35 
ー 

828 
18,553 

17,319
15,997

ー
ー
53
ー
ー
2
ー
2
5
0

1,713
6,224
3,461
623
574
21
0

305
ー
400
400
ー

2,606

1,953

155

60

ー

ー

436
262
ー
262
ー

1,047
1,047
ー
ー
ー
ー
ー

ー

11
ー

817
18,136

443,136 
404,629 

ー
ー 

1,444 
ー
ー 
70 
ー
50 
ー 
3 

39,104 
168,067 
86,034 
16,348 
14,720 
651 
26 

7,146 
ー

8,010 
8,010 
ー 

62,950 

45,549 

3,896 

2,465 

ー

ー

11,039 
5,893 
ー 

5,893 
ー 

31,721 
31,721 

ー
ー
ー
ー
ー

ー

892
ー 

20,710 
463,847 

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額の合計
①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

現金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行等向け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け
法人等向け
中小企業等向け及び個人向け
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け
３ヵ月以上延滞等
取立未済手形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
出資等

出資等のエクスポージャー
重要な出資のエクスポージャー

上記以外
他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他外
部TLAC関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー
信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整項目の額に
算入されなかった部分に係るエクスポージャー
特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融機関
等に係るその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段に関するエクスポージャー
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融機
関等に係るその他外部ＴＬＡＣ関連調達手段のうち、その他外部ＴＬＡＣ関
連調達手段に係る５パーセント基準額を上回る部分に係るエクスポージャー
上記以外のエクスポージャー

② 証券化エクスポージャー

証券化
 ＳＴＣ要件適用分

 非ＳＴＣ要件適用分
再証券化

③ リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー
ルック・スルー方式
マンデート方式
蓋然性方式（250％）
蓋然性方式（400％）
フォールバック方式（1250％）

④ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額

⑤
 他の金融機関等の対象資本等調達手段に係るエクスポージャーに係る経過
　 措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額
⑥ ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額
⑦ 中央清算機関関連エクスポージャー

ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

令和３年度 令和４年度
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「有価証券等」には、預け金、買入金銭債権、金銭の信託、有価証券、その他資産に区分する出資金を含んでおります。
「３ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には、投資信託、そ
の他の証券（投資事業組合）等のほか現金、有形・無形固定資産、繰延税金資産等が含まれます。
ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

資料編〔自己資本の充実の状況 単体編〕

令和３年度令和３年度令和３年度令和３年度令和３年度

（単位：百万円）

（注） 1.
 2.
 3.

 4.
 5.

３．信用リスクに関する事項

地域区分
業種区分
期間区分

エクスポージャー区分 信用リスクエクスポージャー期末残高

貸出金、コミットメント及びその他のデ
リバティブ以外のオフ・バランス取引 有価証券等 デリバティブ取引

3ヵ月以上延滞
エクスポージャー

国 内

国 外

地域別合計

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

鉱業、採石業、砂利採取業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 、郵 便 業

卸 売 業 、小 売 業

金 融 業 、保 険 業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学術研究、専門・技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業、娯楽業

教 育 、学 習 支 援 業

医 療 、 福 祉

そ の 他 の サ ー ビ ス

国・地 方 公 共 団 体 等

個 人

そ の 他

業種別合計

１ 年 以 下

１ 年 超 5 年 以 下

５ 年 超 10 年 以 下

1 0   　　年   　　超

期間の定めのないもの

残存期間別合計

イ．信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及び主な種類別の期末残高＜地域別・業種別・残存期間別＞

ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

　　13ページに記載しております。
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22,727 

131 
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43 

55,472 

1,258 

830 

9,250 

34,552 

19,390 

86,424 

2,798 

4,293 

791 

9,207 

6,135 

2,258 

16,373 

13,217 

16,353 

115,534 

1,920 

419,105 

60,589 

38,443 

102,193 

213,455 

4,423 

419,105 

413,643

ー

413,643

21,370

56

118

37

55,911

1,780

942

9,678

34,641

20,500

82,329

2,617

3,697

914

9,490

6,522

2,131

15,534

13,547

16,014

114,276

1,530

413,643

86,076

33,597

90,450

199,792

3,726

413,643

787,170 

74,166 

861,337 

49,010 

131 

138 

43 

57,526 

10,904 

3,271 

12,897 

45,723 

220,215 

98,459 

2,907 

4,293 

791 

9,207 

6,166 

2,258 

16,375 

15,579 

64,687 

115,534 

125,211 

861,337 

209,183 

108,823 

123,239 

282,461 

137,629 

861,337 

831,493

67,170

898,663

45,559

56

118

37

59,779

9,960

3,184

11,241

46,518

284,265

92,545

2,726

3,697

914

9,490

6,554

2,131

15,536

15,905

70,242

114,276

103,921

898,663

300,704

101,128

115,658

267,939

113,232

898,663

2,240 

ー 

2,240 

87 

ー 

16 

ー 

454 

ー 

2 

ー 

123 

ー 

353 

ー 

1 

3 

193 

2 

ー 

22 

328 

ー 

651 

ー 

2,240 

396,655

67,170

463,825

24,189

ー

ー

ー

3,867

8,180

2,242

1,563

11,876

258,934

10,215

108

ー

ー

ー

31

ー

2

2,358

54,227

ー

86,027

463,825

214,628

67,531

25,207

68,146

88,311

463,825

令和４年度令和４年度令和４年度令和４年度令和４年度
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資料編〔自己資本の充実の状況 単体編〕

（単位：百万円）

イ．オリジネーターの場合 該当ございません

ロ．投資家の場合

６．証券化エクスポージャーに関する事項

（単位：百万円）

7,803
7,803 
ー

ー
ー
ー

ー
ー
ー

　ｂ．再証券化エクスポージャー 該当ございません

①保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

（注） 1.
 2.
 3.

グロス再構築コストの額は、０を下回らないものに限っています。
保有する投資信託の裏付資産のうち「派生商品取引」に該当する資産を含んでおります。
担保による信用リスク削減手法は用いておりませんので、担保の種類別の額は記載しておりません。

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案した後の与信相当額

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案する前の与信相当額

令和３年度令和３年度
① 派 生 商 品 取 引 合 計

ⅰ 外 国 為 替 関 連 取 引
ⅱ 金 利 関 連 取 引
ⅲ 株 式 関 連 取 引
ⅴ 貴金属（金を除く）関連取引
ⅵ その他コモディティ関連取引
ⅶ クレジット･デリバティブ

② 長 期 決 済 期 間 取 引
合　　計

５．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 （単位：百万円）

与 信 相 当 額 の 算 出 に 用 い る 方 式
グ ロ ス 再 構 築 コ ス ト の 額 の 合 計 額
グロス再構築コストの額の合計額及びグロスのアドオン合計額から担保による
信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額を差し引いた額

令和４年度令和３年度
カレントエクスポージャー方式

ー

ー

カレントエクスポージャー方式
ー

ー

令和４年度令和４年度
4,769
673
853
2,525
ー
716
ー
ー

4,769

4,769
673
853
2,525
ー
716
ー
ー

4,769

7,983 
517 
3,426 
2,649 
ー 

1,389 
ー 
ー 

7,983 

7,983 
517 
3,426 
2,649 
ー 

1,389 
ー 
ー 

7,983 

オフバランス取引オンバランス取引 オフバランス取引
証券化エクスポージャーの額
　　ⅰ貸出債権
　　ⅱその他

オンバランス取引

（単位：百万円）

ー
ー
ー
ー

エクスポージャー残高 所要自己資本の額

　ｂ．再証券化エクスポージャー 該当ございません

②保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額等

　適用はございません
③保有する証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無

（注）所要自己資本の額＝エクスポージャー残高×リスク・ウェイト×4％
ただし、「リスク･ウェイト区分」「エクスポージャー残高」「所要自己資本の額」は、いずれも信用リスク削減効果等を勘案後の内容であるため、上記の計
算式と一致しない場合があります。

告示で定める
リスク・ウェイト区分

  15%　～　  50%未満
  50%　～　100%未満
100%　～　250%未満

合　　計

オフバランス取引
ー 
235
ー 

235

オンバランス取引
令和４年度

ー
ー
ー
ー

オフバランス取引
ー
149 
112 
262 

オンバランス取引
令和３年度

ー
ー
ー
ー

オフバランス取引
ー 

7,803
ー 

7,803

オンバランス取引
令和４年度

ー
ー
ー
ー

オフバランス取引
ー

4,707 
2,600 
7,307 

オンバランス取引
令和３年度

　ａ．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く）

　ａ．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く）

7,307
7,307
ー

令和３年度 令和４年度

資料編〔自己資本の充実の状況単体編〕

ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等 （単位：百万円）

（単位：百万円）

格付は、適格格付機関が付与しているものに限っております。
エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しております。
コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含ま
れておりません。 

（注） 当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いております。

貸出金償却
個別貸倒引当金

期末残高当期増加額期首残高
当期減少額

その他目的使用
令和４年度令和４年度令和３年度令和４年度令和３年度令和４年度令和３年度令和４年度令和３年度令和４年度令和３年度

エクスポージャーの額
告示で定める

リスク・ウェイト区分（％）

ニ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額

64,815 
74,062 
289 

46,907 
2,308 

128,879 
158,342 

377 
19,205 

ー 
495,189

15,665 
ー 

177,922 
ー 

70,118 
ー 

17,217 
ー 
ー 

3,218 
284,143

124,119
80,852
268

44,719
2,308

128,620
149,620

ー
20,146

ー
550,655

10,166
ー

190,522
ー

62,157
ー

20,473
ー
ー

3,215
286,535

（単位：百万円）

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

信用リスク削減手法
ポートフォリオ 令和４年度令和３年度

クレジット・デリバティブ保証適格金融資産担保

ーー
令和４年度令和３年度

4,1579,702
令和４年度令和３年度

3,0353,034

0%
10%
20%
35%
50%
75%
100%
150%
250%
その他
合　　計

製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
金 融 業 、保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医 療 、 福 祉
その他のサービス
国・地方公共団体等
個 人

合　　計

格付適用無し格付適用有り格付適用無し格付適用有り

0 
ー
ー
ー
7 
ー
ー
ー
15 
ー
19 
ー
ー
2 
11 
0 
ー
ー
6 
ー
ー
63 

68 
ー
ー
ー
294 
ー
11 
13 
330 
57 
129 
0 
0 
4 
38 
15 
2 
23 
42 
ー
20 

1,057 

60 
ー
ー
ー
293 
229 
17 
12 
363 
16 
150 
ー
0 
5 
41 
17 
ー
4 
38 
ー
23 

1,276 

0 
ー
ー
ー
0 

181 
ー
ー
5 
ー
22 
ー
ー
ー
0 
ー
ー
ー
272 
ー
19 
503 

68 
ー
ー
ー
294 
ー
11 
13 
330 
57 
129 
0 
0 
4 
38 
15 
2 
23 
42 
ー
20 

1,057 

61 
ー
ー
ー
294 
411 
17 
12 
368 
16 
173 
ー
0 
5 
42 
17 
ー
4 

310 
ー
43 

1,780 

49
ー
ー
ー
4
ー
ー
ー
36
ー
ー
ー
ー
ー
1
1
ー
ー
0
ー
ー
93

61
ー
ー
ー
294
411
17
12
368
16
173
ー
0
5
42
17
ー
4

310
ー
43

1,780

76
ー
ー
ー
269
411
21
14
378
19
164
ー
0
2
55
19
1
3
45
ー
29

1,513

21
ー
ー
239
16
ー
ー
12
195
ー
13
ー
ー
ー
3
0
ー
ー
4
ー
ー

507

61
ー
ー
ー
294
411
17
12
368
16
173
ー
0
5
42
17
ー
4

310
ー
43

1,780

98
ー
ー
239
285
411
21
27
573
19
178
ー
0
2
59
20
1
3
49
ー
29

2,020

令和４年度令和３年度

（注） 1.
 2.
 3.

貸出金償却額は、連結損益計算書計上額を記載しております。
当金庫グループは、国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（注） 1.
 2.
 3.

４．信用リスク削減手法に関する事項

令和３年度
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資料編〔自己資本の充実の状況 単体編〕

（単位：百万円）

イ．オリジネーターの場合 該当ございません

ロ．投資家の場合

６．証券化エクスポージャーに関する事項

（単位：百万円）

7,803
7,803 
ー

ー
ー
ー

ー
ー
ー

　ｂ．再証券化エクスポージャー 該当ございません

①保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

（注） 1.
 2.
 3.

グロス再構築コストの額は、０を下回らないものに限っています。
保有する投資信託の裏付資産のうち「派生商品取引」に該当する資産を含んでおります。
担保による信用リスク削減手法は用いておりませんので、担保の種類別の額は記載しておりません。

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案した後の与信相当額

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案する前の与信相当額

令和３年度令和３年度
① 派 生 商 品 取 引 合 計

ⅰ 外 国 為 替 関 連 取 引
ⅱ 金 利 関 連 取 引
ⅲ 株 式 関 連 取 引
ⅴ 貴金属（金を除く）関連取引
ⅵ その他コモディティ関連取引
ⅶ クレジット･デリバティブ

② 長 期 決 済 期 間 取 引
合　　計

５．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 （単位：百万円）

与 信 相 当 額 の 算 出 に 用 い る 方 式
グ ロ ス 再 構 築 コ ス ト の 額 の 合 計 額
グロス再構築コストの額の合計額及びグロスのアドオン合計額から担保による
信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額を差し引いた額

令和４年度令和３年度
カレントエクスポージャー方式

ー

ー

カレントエクスポージャー方式
ー

ー

令和４年度令和４年度
4,769
673
853
2,525
ー
716
ー
ー

4,769

4,769
673
853
2,525
ー
716
ー
ー

4,769

7,983 
517 
3,426 
2,649 
ー 

1,389 
ー 
ー 

7,983 

7,983 
517 
3,426 
2,649 
ー 

1,389 
ー 
ー 

7,983 

オフバランス取引オンバランス取引 オフバランス取引
証券化エクスポージャーの額
　　ⅰ貸出債権
　　ⅱその他

オンバランス取引

（単位：百万円）

ー
ー
ー
ー

エクスポージャー残高 所要自己資本の額

　ｂ．再証券化エクスポージャー 該当ございません

②保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額等

　適用はございません
③保有する証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無

（注）所要自己資本の額＝エクスポージャー残高×リスク・ウェイト×4％
ただし、「リスク･ウェイト区分」「エクスポージャー残高」「所要自己資本の額」は、いずれも信用リスク削減効果等を勘案後の内容であるため、上記の計
算式と一致しない場合があります。

告示で定める
リスク・ウェイト区分

  15%　～　  50%未満
  50%　～　100%未満
100%　～　250%未満

合　　計

オフバランス取引
ー 
235
ー 

235

オンバランス取引
令和４年度

ー
ー
ー
ー

オフバランス取引
ー
149 
112 
262 

オンバランス取引
令和３年度

ー
ー
ー
ー

オフバランス取引
ー 

7,803
ー 

7,803

オンバランス取引
令和４年度

ー
ー
ー
ー

オフバランス取引
ー

4,707 
2,600 
7,307 

オンバランス取引
令和３年度

　ａ．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く）

　ａ．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く）

7,307
7,307
ー

令和３年度 令和４年度
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資料編〔自己資本の充実の状況 連結編〕

連結自己資本比率

１．自己資本の構成に関する事項

【自己資本の充実の状況　連結編】

（単位：百万円）

項　　目 令和４年度令和３年度

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその
保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。
なお、当金庫グループは国内基準により連結自己資本比率を算出しております。

52,220  
3,462  
48,841  

65  
△ 17  
ー  
ー  
ー  
ー  

1,385  
1,385  
ー  
ー  
ー  
48  
ー  

53,654  

252  
ー  
252  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
252  

53,401  

443,078  
ー  
ー  
ー  

20,739  
ー  
ー  

463,818  

11.51%

50,187
3,477
46,799

66
△23
ー
ー
ー
ー

1,605
1,605
ー
ー
ー
100
ー

51,893

283
ー
283
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
283

51,609

432,932
ー
ー
ー

20,457
ー
ー

453,389

11.38%

コア資本に係る基礎項目（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
うち、出資金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に算入されるその他の包括利益累計額又は評価・換算差額等
うち、為替換算調整勘定
うち、退職給付に係るものの額

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額（イ）
コア資本に係る調整項目(２)
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
退職給付に係る資産の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る15パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額（ロ）
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ）
リスク・アセット等(３)
信用リスク・アセットの額の合計額
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額（ニ）
連結自己資本比率
連結自己資本比率（（ハ）／（ニ））

資料編〔自己資本の充実の状況 単体編〕

（注）投資信託の裏付け資産のうち「出資等エクスポージャー」に該当分は、上場株式に計上しております。

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

（注）株式等エクスポージャーに該当するその他有価証券の評価損益の額
　　　を記載しております。

（注）金利リスクの算定手法の概要は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。

時価貸借対照表計上額

（単位：百万円）

35,745 
31,388 
67,134 

35,745 
ー 

35,745 

７．出資等エクスポージャーに関する事項

令和４年度
1．貸借対照表の計上額及び時価

4．貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
　　　該当ございません

区　　分

上 場 株 式 等
非 上 場 株 式 等

合　　計

（単位：百万円）

９．銀行勘定における金利リスクに関する事項

（単位：百万円）

2,889
2,235
11

1,373  
1,647
ー  

令和３年度 令和４年度
2．出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

IRRBB１：金利リスク

売 却 益
売 却 損
償 却

757 
4 

757 

766
4

766

ニハ
ΔNII項　　　　　番

令和４年度令和３年度

ロイ
ΔEVE

令和４年度令和３年度

令和４年度
53,333

令和3年度
51,545

へホ

上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
スティープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値

自己資本の額

１
２
３
４
５
６
７

８

（単位：百万円）

4,759 2,873  
令和３年度 令和４年度

3．貸借対照表で認識され、かつ損益計算書で認識されない評価損益の額

評 価 損 益

（単位：百万円）

８．リスク･ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

74,201 
ー
ー
ー
ー

54,168
ー
ー
ー
ー

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー
マンデート方式を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー 

666 
2,410 
341 

2,410 

19,843
308

15,071

19,843

時価貸借対照表計上額
31,904
30,522
62,426

31,904
ー

31,904

令和３年度

令和４年度令和３年度
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資料編〔自己資本の充実の状況 連結編〕

連結自己資本比率

１．自己資本の構成に関する事項

【自己資本の充実の状況　連結編】

（単位：百万円）

項　　目 令和４年度令和３年度

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第１項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその
保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。
なお、当金庫グループは国内基準により連結自己資本比率を算出しております。

52,220  
3,462  
48,841  

65  
△ 17  
ー  
ー  
ー  
ー  

1,385  
1,385  
ー  
ー  
ー  
48  
ー  

53,654  

252  
ー  
252  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
ー  
252  

53,401  

443,078  
ー  
ー  
ー  

20,739  
ー  
ー  

463,818  

11.51%

50,187
3,477
46,799

66
△23
ー
ー
ー
ー

1,605
1,605
ー
ー
ー
100
ー

51,893

283
ー
283
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
283

51,609

432,932
ー
ー
ー

20,457
ー
ー

453,389

11.38%

コア資本に係る基礎項目（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
うち、出資金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に算入されるその他の包括利益累計額又は評価・換算差額等
うち、為替換算調整勘定
うち、退職給付に係るものの額

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額（イ）
コア資本に係る調整項目(２)
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
退職給付に係る資産の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る15パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額（ロ）
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ）
リスク・アセット等(３)
信用リスク・アセットの額の合計額
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８パーセントで除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額（ニ）
連結自己資本比率
連結自己資本比率（（ハ）／（ニ））
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資料編〔自己資本の充実の状況 連結編〕

（単位：百万円）

４．信用リスクに関する事項
イ．．信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及び主な種類別の期末残高＜地域別・業種別・残存期間別＞

「有価証券等」には、預け金、買入金銭債権、金銭の信託、有価証券、その他資産に区分する出資金を含んでおります。
「３ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には、投資信託、そ
の他の証券（投資事業組合）等のほか現金、有形・無形固定資産、繰延税金資産等が含まれます。
ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

令和４年度令和４年度令和３年度令和４年度令和４年度令和３年度令和３年度

（注） 1.
 2.
 3.

 4.
 5.

地域区分
業種区分
期間区分

エクスポージャー区分 信用リスクエクスポージャー期末残高

貸出金、コミットメント及びその他のデ
リバティブ以外のオフ・バランス取引 有価証券等 デリバティブ取引

3ヵ月以上延滞
エクスポージャー

国 内

国 外

地域別合計

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

鉱業、採石業、砂利採取業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 、郵 便 業

卸 売 業 、小 売 業

金 融 業 、保 険 業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学術研究、専門・技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業、娯楽業

教 育 、学 習 支 援 業

医 療 、 福 祉

そ の 他 の サ ー ビ ス

国・地 方 公 共 団 体 等

個 人

そ の 他

業種別合計

１ 年 以 下

1 年 超 5 年 以 下

5 年 超 10 年 以 下

10　　　年　　　超

期間の定めのないもの

残存期間別合計

ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

　　13ページに記載しております。

1,800

ー

1,800

57

ー

ー

ー

145

ー

42

79

174

ー

401

ー

1

5

92

2

16

21

217

ー

540

ー

1,800

7,983 

ー 

7,983 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

7,983 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

7,983 

ー 

ー 

ー 

ー 

7,983 

7,983 

4,830

ー

4,830

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

4,830

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

4,830

ー

ー

ー

ー

4,830

4,830

342,437 

74,166 

416,604 

26,283 

ー 

ー 

ー 

2,053 

9,646 

2,441 

3,646 

11,170 

192,811 

12,034 

108 

ー 

ー 

ー 

31 

ー 

2 

2,332 

48,334 

ー 

105,706 

416,604 

148,593 

70,380 

21,046 

69,005 

107,578 

416,604 

396,598

67,170

463,768

24,189

ー

ー

ー

3,867

8,180

2,242

1,563

11,876

258,904

10,215

108

ー

ー

ー

31

ー

2

2,328

54,227

ー

86,029

463,768

214,628

67,531

25,207

68,146

88,255

463,768

419,105 

ー 

419,105 

22,727 

131 

138 

43 

55,472 

1,258 

830 

9,250 

34,552 

19,390 

86,424 

2,798 

4,293 

791 

9,207 

6,135 

2,258 

16,373 

13,217 

16,353 

115,534 

1,920 

419,105 

60,589 

38,443 

102,193 

213,455 

4,423 

419,105 

413,643

ー

413,643

21,370

56

118

37

55,911

1,780

942

9,678

34,641

20,500

82,329

2,617

3,697

914

9,490

6,522

2,131

15,534

13,547

16,014

114,276

1,530

413,643

86,076

33,597

90,450

199,792

3,726

413,643

787,113 

74,166 

861,280 

49,010 

131 

138 

43 

57,526 

10,904 

3,271 

12,897 

45,723 

220,185 

98,459 

2,907 

4,293 

791 

9,207 

6,166 

2,258 

16,375 

15,549 

64,687 

115,534 

125,214 

861,280 

209,183 

108,823 

123,239 

282,461 

137,572 

861,280 

831,447

67,170

898,617

45,559

56

118

37

59,779

9,960

3,184

11,241

46,518

284,235

92,545

2,726

3,697

914

9,490

6,554

2,131

15,536

15,875

70,242

114,276

103,934

898,617

300,704

101,128

115,658

267,939

113,186

898,617

2,240 

ー 

2,240 

87 

ー 

16 

ー 

454 

ー 

2 

ー 

123 

ー 

353 

ー 

1 

3 

193 

2 

ー 

22 

328 

ー 

651 

ー 

2,240 

令和３年度 令和３年度令和４年度

資料編〔自己資本の充実の状況 連結編〕

（単位：百万円）３．自己資本の充実度に関する事項

２．自己資本比率告示第６条第１項第２号イからハまでに掲げる控除項目の対象となる会社（資
本控除となる非連結子会社等）のうち、規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と所要
自己資本を下回った額の総額

　　　該当ございません

（注） 1.
 2.
 3.

 4.

 5.

所要自己資本の額＝リスクアセット×4％
「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
「３ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「我が国の中央政府及び
中央銀行向け」から「法人等向け」（「国際決済銀行等向け」を除く」）においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
当金庫グループは、基礎的手法によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しております。
　＜オペレーショナル・リスク相当額（基礎的手法）の算定方法＞
　　　　　　粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15％
　　　　　 　直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数
連結総所要自己資本額＝連結自己資本比率の分母の額×4％

所要自己資本額 所要自己資本額リスク・アセット リスク・アセット
イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計

① 標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー
現金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行等向け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け
法人等向け
中小企業等向け及び個人向け
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け
３ヵ月以上延滞等
取立未済手形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
出資等

出資等のエクスポージャー
重要な出資のエクスポージャー

上記以外
他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他
外部TLAC関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー
信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調整項目
の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー
特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有している他の金融
機関等に係るその他外部TLC関連調達手段に関するエクスポージャー
総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を保有していない他の金融機
関等に係るその他外部TLAC関連調達手段のうち、その他外部TLAC関連
調達手段に係る5パーセント基準額を上回る部分に係るエクスポージャー
上記以外のエクスポージャー

② 証券化エクスポージャー

証券化（オリジネーター） ＳＴＣ要件適用分
  非ＳＴＣ要件適用分

（うち再証券化）
③ リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー

ルック・スルー方式
マンデート方式
蓋然性方式（250％）
蓋然性方式（400％）
フォールバック方式（1250％）

④ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額

⑤ 他の金融機関等の対象資本等調達手段に係るエクスポージャーに係る経過
　 措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額
⑥ ＣＶＡリスク相当額を８％で除して得た額
⑦ 中央清算機関関連エクスポージャー

ロ．オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額
ハ．連結総所要自己資本額（イ＋ロ）

443,078 
404,571 

ー 
ー 

1,444 
ー 
ー 
70 
ー 
50 
ー 
3 

39,104 
168,067 
86,034 
16,348 
14,720 
651 
26 

7,146 
ー 

7,952 
7,952 
ー 

62,950 

45,549 

3,896 

2,465 

ー 

ー 

11,039 
5,893 
ー 

5,893 
ー 

31,721 
31,721 

ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 

892 
ー 

20,739 
463,818 

432,932
399,886

ー
ー

1,344
ー
ー
70
ー
50
140
9

42,840
155,602
86,536
15,588
14,365
547
21

7,642
ー

9,953
9,953
ー

65,173

48,840

3,896

1,524

ー

ー

10,910
6,558
ー

6,558
ー

26,188
26,188

ー
ー
ー
ー
ー

ー

298
ー

20,457
453,389

17,723 
16,182 

ー 
ー 
57 
ー 
ー 
2 
ー 
2 
ー 
0 

1,564 
6,722 
3,441 
653 
588 
26 
1 

285 
ー 
318 
318 
ー 

2,518 

1,821 

155 

98 

ー 

ー 

441 
235 
ー 
235 
ー 

1,268 
1,268 
ー 
ー 
ー 
ー 
ー 

ー 

35 
ー 

829 
18,552 

17,317
15,995

ー
ー
53
ー
ー
2
ー
2
5
0

1,713
6,224
3,461
623
574
21
0

305
ー
398
398
ー

2,606

1,953

155

60

ー

ー

436
262
ー
262
ー

1,047
1,047
ー
ー
ー
ー
ー

ー

11
ー

818
18,135

令和３年度 令和４年度
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資料編〔自己資本の充実の状況 連結編〕

（単位：百万円）

４．信用リスクに関する事項
イ．．信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及び主な種類別の期末残高＜地域別・業種別・残存期間別＞

「有価証券等」には、預け金、買入金銭債権、金銭の信託、有価証券、その他資産に区分する出資金を含んでおります。
「３ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーのことです。
「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には、投資信託、そ
の他の証券（投資事業組合）等のほか現金、有形・無形固定資産、繰延税金資産等が含まれます。
ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

令和４年度令和４年度令和３年度令和４年度令和４年度令和３年度令和３年度

（注） 1.
 2.
 3.

 4.
 5.

地域区分
業種区分
期間区分

エクスポージャー区分 信用リスクエクスポージャー期末残高

貸出金、コミットメント及びその他のデ
リバティブ以外のオフ・バランス取引 有価証券等 デリバティブ取引

3ヵ月以上延滞
エクスポージャー

国 内

国 外

地域別合計

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

鉱業、採石業、砂利採取業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 、郵 便 業

卸 売 業 、小 売 業

金 融 業 、保 険 業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学術研究、専門・技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業、娯楽業

教 育 、学 習 支 援 業

医 療 、 福 祉

そ の 他 の サ ー ビ ス

国・地 方 公 共 団 体 等

個 人

そ の 他

業種別合計

１ 年 以 下

1 年 超 5 年 以 下

5 年 超 10 年 以 下

10　　　年　　　超

期間の定めのないもの

残存期間別合計

ロ．一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

　　13ページに記載しております。

1,800

ー

1,800

57

ー

ー

ー

145

ー

42

79

174

ー

401

ー

1

5

92

2

16

21

217

ー

540

ー

1,800

7,983 

ー 

7,983 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

7,983 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

ー 

7,983 

ー 

ー 

ー 

ー 

7,983 

7,983 

4,830

ー

4,830

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

4,830

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

4,830

ー

ー

ー

ー

4,830

4,830

342,437 

74,166 

416,604 

26,283 

ー 

ー 

ー 

2,053 

9,646 

2,441 

3,646 

11,170 

192,811 

12,034 

108 

ー 

ー 

ー 

31 

ー 

2 

2,332 

48,334 

ー 

105,706 

416,604 

148,593 

70,380 

21,046 

69,005 

107,578 

416,604 

396,598

67,170

463,768

24,189

ー

ー

ー

3,867

8,180

2,242

1,563

11,876

258,904

10,215

108

ー

ー

ー

31

ー

2

2,328

54,227

ー

86,029

463,768

214,628

67,531

25,207

68,146

88,255

463,768

419,105 

ー 

419,105 

22,727 

131 

138 

43 

55,472 

1,258 

830 

9,250 

34,552 

19,390 

86,424 

2,798 

4,293 

791 

9,207 

6,135 

2,258 

16,373 

13,217 

16,353 

115,534 

1,920 

419,105 

60,589 

38,443 

102,193 

213,455 

4,423 

419,105 

413,643

ー

413,643

21,370

56

118

37

55,911

1,780

942

9,678

34,641

20,500

82,329

2,617

3,697

914

9,490

6,522

2,131

15,534

13,547

16,014

114,276

1,530

413,643

86,076

33,597

90,450

199,792

3,726

413,643

787,113 

74,166 

861,280 

49,010 

131 

138 

43 

57,526 

10,904 

3,271 

12,897 

45,723 

220,185 

98,459 

2,907 

4,293 

791 

9,207 

6,166 

2,258 

16,375 

15,549 

64,687 

115,534 

125,214 

861,280 

209,183 

108,823 

123,239 

282,461 

137,572 

861,280 

831,447

67,170

898,617

45,559

56

118

37

59,779

9,960

3,184

11,241

46,518

284,235

92,545

2,726

3,697

914

9,490

6,554

2,131

15,536

15,875

70,242

114,276

103,934

898,617

300,704

101,128

115,658

267,939

113,186

898,617

2,240 

ー 

2,240 

87 

ー 

16 

ー 

454 

ー 

2 

ー 

123 

ー 

353 

ー 

1 

3 

193 

2 

ー 

22 

328 

ー 

651 

ー 

2,240 

令和３年度 令和３年度令和４年度
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資料編〔自己資本の充実の状況 連結編〕

（単位：百万円）

令和３年度
カレントエクスポージャー方式

ー

ー

カレントエクスポージャー方式
ー

ー

（注） 1.
 2.
 3.

グロス再構築コストの額は、０を下回らないものに限っています。
保有する投資信託の裏付資産のうち「派生商品取引」に該当する資産を含んでおります。
担保による信用リスク削減手法は用いておりませんので、担保の種類別の額は記載しておりません。

令和４年度

イ．オリジネーターの場合 該当ございません

ロ．投資家の場合

７．証券化エクスポージャーに関する事項

（単位：百万円）

7,803
7,803
ー

7,307
7,307
ー

ー
ー
ー

ー
ー
ー

令和３年度

　ａ．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く）

　ｂ．再証券化エクスポージャー 該当ございません

①保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

オフバランス取引オンバランス取引 オフバランス取引
証券化エクスポージャーの額
　　ⅰ貸出債権
　　ⅱその他

オンバランス取引

（単位：百万円）

ー
ー
ー
ー

エクスポージャー残高 所要自己資本の額

　ａ．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く）

　ｂ．再証券化エクスポージャー 該当ございません

②保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額等

　適用はございません
③保有する証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無

（注）所要自己資本の額＝エクスポージャー残高×リスク・ウェイト×４％
ただし、「リスク･ウェイト区分」「エクスポージャー残高」「所要自己資本の額」は、いずれも信用リスク削減効果等を勘案後の内容であるため、
上記の計算式と一致しない場合があります。

告示で定める
リスク・ウェイト区分

  15%　～　  50%未満
  50%　～　100%未満
100%　～　250%未満

合　　計

オフバランス取引
ー 
235
ー 

235

オンバランス取引
令和４年度

ー
ー
ー
ー

オフバランス取引
ー
149 
112 
262  

オンバランス取引
令和３年度

ー
ー
ー
ー

オフバランス取引
ー 

7,803
ー 

7,803

オンバランス取引
令和４年度

ー
ー
ー
ー

オフバランス取引
ー

4,707 
2,600 
7,307  

オンバランス取引
令和３年度

与 信 相 当 額 の 算 出 に 用 い る 方 式
グ ロ ス 再 構 築 コ ス ト の 額 の 合 計 額
グロス再構築コストの額の合計額及びグロスのアドオン合計額から担保による
信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額を差し引いた額

６．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

令和４年度

（単位：百万円）

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案した後の与信相当額

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案する前の与信相当額

令和３年度令和３年度
① 派 生 商 品 取 引 合 計

ⅰ 外 国 為 替 関 連 取 引
ⅱ 金 利 関 連 取 引
ⅲ 株 式 関 連 取 引
ⅴ 貴金属（金を除く）関連取引
ⅵ その他コモディティ関連取引
ⅶ クレジット･デリバティブ

② 長 期 決 済 期 間 取 引
合　　計

令和４年度令和４年度
4,769
673
853
2,525
ー
716
ー
ー

4,769

4,769
673
853
2,525
ー
716
ー
ー

4,769

7,983 
517 
3,426 
2,649 
ー 

1,389 
ー 
ー 

7,983 

7,983 
517 
3,426 
2,649 
ー 

1,389 
ー 
ー 

7,983 

資料編〔自己資本の充実の状況 連結編〕

ハ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等 （単位：百万円）

（単位：百万円）

格付は、適格格付機関が付与しているものに限っております。
エクスポージャーは信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しております。
コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含ま
れておりません。 

（注） 当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いております。

貸出金償却
個別貸倒引当金

期末残高当期増加額期首残高
当期減少額

その他目的使用
令和４年度令和４年度令和３年度令和４年度令和３年度令和４年度令和３年度令和４年度令和３年度令和４年度令和３年度

エクスポージャーの額
告示で定める

リスク・ウェイト区分（％）

ニ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額

64,815 
74,062 
289 

46,907 
2,308 

128,879 
158,295 

377
19,205 

ー 
495,142 

15,665 
ー 

177,922 
ー 

70,118 
ー 

17,217 
ー 
ー 

3,218 
284,143 

124,119
80,852
269

44,719
2,308

128,620
149,563

ー
20,146

ー
550,599

10,166
ー

190,522
ー

62,157
ー

20,473
ー
ー

3,215
286,535

（単位：百万円）

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

信用リスク削減手法
ポートフォリオ 令和４年度令和３年度

クレジット・デリバティブ保証適格金融資産担保

ーー
令和４年度令和３年度

4,1579,702
令和４年度令和３年度

3,0353,034

0%
10%
20%
35%
50%
75%
100%
150%
250%
その他
合　　計

製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
金 融 業 、保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教育、学習支援業
医 療 、 福 祉
その他のサービス
国・地方公共団体等
個 人

合　　計

格付適用無し格付適用有り格付適用無し格付適用有り

0 
ー
ー
ー
7 
ー
ー
ー
15 
ー
19 
ー
ー
2 
11 
0 
ー
ー
6 
ー
ー
63 

68 
ー
ー
ー
294 
ー
11 
13 
330 
57 
129 
0 
0 
4 
38 
15 
2 
23 
42 
ー
20 

1,057 

60 
ー
ー
ー
293 
229 
17 
12 
363 
16 
150 
ー
0 
5 
41 
17 
ー
4 
38 
ー
23 

1,276 

0 
ー
ー
ー
0 

181 
ー
ー
5 
ー
22 
ー
ー
ー
0 
ー
ー
ー
272 
ー
19 
503 

68 
ー
ー
ー
294 
ー
11 
13 
330 
57 
129 
0 
0 
4 
38 
15 
2 
23 
42 
ー
20 

1,057 

61 
ー
ー
ー
294 
411 
17 
12 
368 
16 
173 
ー
0 
5 
42 
17 
ー
4 

310 
ー
43 

1,780 

49
ー
ー
ー
4
ー
ー
ー
36
ー
ー
ー
ー
ー
1
1
ー
ー
0
ー
ー
93

61
ー
ー
ー
294
411
17
12
368
16
173
ー
0
5
42
17
ー
4

310
ー
43

1,780

76
ー
ー
ー
269
411
21
14
378
19
164
ー
0
2
55
19
1
3
45
ー
29

1,513

21
ー
ー
239
16
ー
ー
12
195
ー
13
ー
ー
ー
3
0
ー
ー
4
ー
ー

507

61
ー
ー
ー
294
411
17
12
368
16
173
ー
0
5
42
17
ー
4

310
ー
43

1,780

98
ー
ー
239
285
411
21
27
573
19
178
ー
0
2
59
20
1
3
49
ー
29

2,020

令和４年度令和３年度

（注） 1.
 2.
 3.

貸出金償却額は、連結損益計算書計上額を記載しております。
当金庫グループは、国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（注） 1.
 2.
 3.

５．信用リスク削減手法に関する事項

令和３年度
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（単位：百万円）

令和３年度
カレントエクスポージャー方式

ー

ー

カレントエクスポージャー方式
ー

ー

（注） 1.
 2.
 3.

グロス再構築コストの額は、０を下回らないものに限っています。
保有する投資信託の裏付資産のうち「派生商品取引」に該当する資産を含んでおります。
担保による信用リスク削減手法は用いておりませんので、担保の種類別の額は記載しておりません。

令和４年度

イ．オリジネーターの場合 該当ございません

ロ．投資家の場合

７．証券化エクスポージャーに関する事項

（単位：百万円）

7,803
7,803
ー

7,307
7,307
ー

ー
ー
ー

ー
ー
ー

令和３年度

　ａ．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く）

　ｂ．再証券化エクスポージャー 該当ございません

①保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

オフバランス取引オンバランス取引 オフバランス取引
証券化エクスポージャーの額
　　ⅰ貸出債権
　　ⅱその他

オンバランス取引

（単位：百万円）

ー
ー
ー
ー

エクスポージャー残高 所要自己資本の額

　ａ．証券化エクスポージャー（再証券化エクスポージャーを除く）

　ｂ．再証券化エクスポージャー 該当ございません

②保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び所要自己資本の額等

　適用はございません
③保有する証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無

（注）所要自己資本の額＝エクスポージャー残高×リスク・ウェイト×４％
ただし、「リスク･ウェイト区分」「エクスポージャー残高」「所要自己資本の額」は、いずれも信用リスク削減効果等を勘案後の内容であるため、
上記の計算式と一致しない場合があります。

告示で定める
リスク・ウェイト区分

  15%　～　  50%未満
  50%　～　100%未満
100%　～　250%未満

合　　計

オフバランス取引
ー 
235
ー 

235

オンバランス取引
令和４年度

ー
ー
ー
ー

オフバランス取引
ー
149 
112 
262  

オンバランス取引
令和３年度

ー
ー
ー
ー

オフバランス取引
ー 

7,803
ー 

7,803

オンバランス取引
令和４年度

ー
ー
ー
ー

オフバランス取引
ー

4,707 
2,600 
7,307  

オンバランス取引
令和３年度

与 信 相 当 額 の 算 出 に 用 い る 方 式
グ ロ ス 再 構 築 コ ス ト の 額 の 合 計 額
グロス再構築コストの額の合計額及びグロスのアドオン合計額から担保による
信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額を差し引いた額

６．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

令和４年度

（単位：百万円）

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案した後の与信相当額

担保による信用リスク削減手法の
効果を勘案する前の与信相当額

令和３年度令和３年度
① 派 生 商 品 取 引 合 計

ⅰ 外 国 為 替 関 連 取 引
ⅱ 金 利 関 連 取 引
ⅲ 株 式 関 連 取 引
ⅴ 貴金属（金を除く）関連取引
ⅵ その他コモディティ関連取引
ⅶ クレジット･デリバティブ

② 長 期 決 済 期 間 取 引
合　　計

令和４年度令和４年度
4,769
673
853
2,525
ー
716
ー
ー

4,769

4,769
673
853
2,525
ー
716
ー
ー

4,769

7,983 
517 
3,426 
2,649 
ー 

1,389 
ー 
ー 

7,983 

7,983 
517 
3,426 
2,649 
ー 

1,389 
ー 
ー 

7,983 
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資料編〔自己資本の充実の状況 連結編〕

８．出資等エクスポージャーに関する事項

（注）投資信託の裏付け資産のうち「出資等エクスポージャー」に該当分は、上場株式に計上しております。

（注）連結損益計算書における損益の額を記載しております。

（注）株式等エクスポージャーに該当するその他有価証券の評価損益の額
　　　を記載しております。

（注）金利リスクの算定手法の概要は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。

時価連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

35,745 
31,388 
67,134 

35,745 
ー 

35,745 

令和４年度
1．貸借対照表の計上額及び時価

4．貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
　　　該当ございません

区　　分

上 場 株 式 等
非 上 場 株 式 等

合　　計

（単位：百万円）

10．銀行勘定における金利リスクに関する事項

（単位：百万円）

2,889
2,235
11

1,373
1,647
ー

令和３年度 令和４年度
2．出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

IRRBB１：金利リスク

売 却 益
売 却 損
償 却

756
4 

756

ニハ
ΔNII項　　　　　番

令和３年度

ロイ
ΔEVE

令和４年度令和３年度

令和４年度
53,401

令和３年度
51,609

へホ

上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
スティープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値

自己資本の額

１
２
３
４
５
６
７

８

（単位：百万円）

4,759 2,873  
令和３年度 令和４年度

3．貸借対照表で認識され、かつ損益計算書で認識されない評価損益の額

評 価 損 益

（単位：百万円）

９．リスク･ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

74,201
ー
ー
ー
ー

令和４年度
54,168

ー
ー
ー
ー

令和３年度
ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー
マンデート方式を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー

766
4 

766

666 
2,410 
341 

2,410 

19,843
308

15,071

 
19,843

時価連結貸借対照表計上額
31,904 
30,522 
62,426 

31,904
ー

31,904

令和３年度

令和４年度
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開示項目一覧

信用金庫法第89条に基づく記載事項一覧
　単体ベースの開示項目（信用金庫法施行規則第132条における規定）

金庫の主要な事業に関する事項
１．直近の事業年度における事業の概況　････････････････････････････････････････････････････････････････････ 2～4
２．直近の５事業年度における主要な事業の状況を示す指標として次に掲げる事項
①　経常収益　････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 4
②　経常利益又は経常損失　････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 4
③　当期純利益又は当期純損失　････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 4
④　出資総額及び出資総口数　･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 4
⑤　純資産額　････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 4
⑥　総資産額　････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 4
⑦　預金積金残高　････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 4
⑧　貸出金残高　･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 4
⑨　有価証券残高　････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 4
⑩　単体自己資本比率　････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 4
⑪　出資に対する配当金　･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 4
⑫　職員数　･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 4

金庫の直近の２事業年度における財産の状況及び事業の状況
１．貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書　････････････････････････････････････････････････････････ 5～10

会計監査人の氏名又は名称　････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 10
２．主要な業務の状況を示す指標

業務粗利益、業務粗利益率、業務純益、実質業務純益、コア業務純益及びコア業務純益（投資信託解約損益を除く） 11
資金運用収支、役務取引等収支及びその他業務収支　･･････････････････････････････････････････････････････ 11
資金運用勘定及び資金調達勘定の平均残高、利息、利回り及び資金利鞘　････････････････････････････････････ 11
受取利息及び支払利息の増減　･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 11
総資産経常利益率　････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 11
総資産当期純利益率　･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 11

３．預金に関する指標
流動性預金、定期性預金、譲渡性預金及びその他の預金の平均残高　････････････････････････････････････････ 12
固定金利定期預金、変動金利定期預金及びその他の区分ごとの定期預金の残高　･･････････････････････････････ 12

４．貸出金に関する指標
手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均残高　･･････････････････････････････････････････････････ 12
固定金利、変動金利の区分ごとの貸出金の残高　･･････････････････････････････････････････････････････････ 12
担保の種類別（当金庫預金積金、有価証券、動産、不動産、保証及び信用の区分）の貸出金残高及び債務保証見返額 12
使途別（設備資金及び運転資金の区分）の貸出金残高　････････････････････････････････････････････････････ 12
業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合　･･････････････････････････････････････････････････････ 12
預貸率の期末値及び期中平均値　････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 12

５．貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額
貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額　････････････････････････････････････････････････････････････････ 13
貸出金償却の額　･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 13
信用金庫開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況
破産更生債権及びこれらに準ずる債権（貸出金）　････････････････････････････････････････････････････････ 13
危険債権（貸出金）　･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 13
３月以上延滞債権（貸出金のみ）････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 13
貸出条件緩和債権（貸出金のみ）････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 13
正常債権（貸出金）　･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 13

６．有価証券に関する指標
有価証券の種類別の平均残高　･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 14
預証率の期末値及び期中平均値　････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 14
有価証券に関する取得価額又は契約価格、時価及び評価損益　･･････････････････････････････････････････････ 14
規則第112条第１項５号に掲げる取引　･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 14
有価証券の種類別の残存期間別の残高　･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 15

7．報酬等に関する事項であって、金庫の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして
金融庁長官が別に定めるもの　 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 15

開示項目一覧
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開示項目一覧

金庫及びその子会社等の概況に関する事項
１．金庫及びその子会社等の主要な事業の内容及び組織の構成 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
２．金庫の子会社等に関する事項
①　名称 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
②　主たる営業所又は事業所の所在地 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
③　資本金又は出資金 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
④　事業の内容 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
⑤　設立年月日 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
⑥　金庫が所有する子会社等の株式等の発行済株式総数等に占める割合 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
⑦　金庫の一の子会社等以外の子会社が所有する当該一の子会社等の株式等の発行済株式総数等に占める割合 ‥‥ 16

金庫及びその子会社等の主要な事業に関する事項
１．金庫及びその子会社等の主要な事業に関する事項 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
２．直近の５連結会計年度における主要な事業の状況を示す指標として次に掲げる事項 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
①　経常収益 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
②　経常利益又は経常損失 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
③　当期純利益又は当期純損失 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
④　純資産額 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
⑤　総資産額 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
⑥　連結自己資本比率 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16

金庫及びその子会社等の直近の２連結会計年度における財産の状況に関する次に掲げる事項
１．信用金庫開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況
破産更生債権及びこれらに準ずる債権（貸出金） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
危険債権（貸出金） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
３月以上延滞債権（貸出金のみ） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
貸出条件緩和債権（貸出金のみ） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16
正常債権（貸出金） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 16

２．信用金庫連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結剰余金計算書 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 17～21

単体・連結ベース
１．連結の範囲に関する事項 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 22
２．自己資本調達手段の概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 22
３．自己資本の充実度に関する評価方法の概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 22
４．信用リスクに関する事項 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 22
５．信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 22～23
６．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要 ‥‥‥‥‥‥‥ 23
７．証券化エクスポージャーに関する事項 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 23
８．オペレーショナルリスクに関する事項 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 23
９．出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 23～24
10．銀行勘定における金利リスクに関する事項‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 24

単体ベース
１．自己資本の構成に関する事項 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 25
２．自己資本の充実度に関する事項 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 26
３．信用リスクに関する事項 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 27～28
４．信用リスク削減手法に関する事項 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 28
５．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 ････････････････････････････････････････ 29
６．証券化エクスポージャーに関する事項 ････････････････････････････････････････････････････････････････････ 29
７．出資等エクスポージャーに関する事項 ････････････････････････････････････････････････････････････････････ 30
８．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項 ･･････････････････････････････････ 30
９．銀行勘定における金利リスクに関する事項 ････････････････････････････････････････････････････････････････ 30

連結ベース
１．自己資本の構成に関する事項 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 31
２．自己資本比率告示第６条第１項第２号イからハまでに掲げる控除項目の対象となる会社のうち、規制上の
　　所要自己資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額 ･･････････････････････････････････････ 32
３．自己資本の充実度に関する事項 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 32
４．信用リスクに関する事項 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 33
５．信用リスク削減手法に関する事項 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････  34
６．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項 ････････････････････････････････････････ 35
７．証券化エクスポージャーに関する事項 ････････････････････････････････････････････････････････････････････ 35
８．出資等エクスポージャーに関する事項 ････････････････････････････････････････････････････････････････････ 36
９．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項 ･･････････････････････････････････ 36
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自己資本比率規制の第３の柱による開示に基づく記載事項一覧
　定性的な開示事項

　定量的な開示事項

　連結ベースの開示項目（信用金庫法施行規則第133条における規定）
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